
 

選考した学長の業務執行状況について 

（平成２８年度） 
 
 
学長は、第三期中期目標の達成に向けて、リーダーシップを発揮して教職員

を指揮し、法人の基本的な目標に沿って年度計画を十分に実施した。これらに

ついては、国立大学法人評価委員会の評価結果及び国立大学法人東京学芸大学

監事の意見からも十分に認められるものである。 
ただし、平成２７年に起きた附属高等学校におけるいじめの対応が極めて遅

かったことについて、今後こうした事態が起きぬよう、対応が望まれる旨、監

事からの意見があった。この点について、学長は、再発防止策として①全学い

じめ問題検討委員会の設置②附属学校の支援体制の強化③外部人材の登用など

に取り組んでいるが、今後も、「いじめ防止対策推進法」の趣旨に沿った体制を

さらに整備し、教員養成系大学の中核として、いじめ防止対策の推進等に主導

的役割を果たすことが望まれる。 
加えて、大学院の再編をはじめとした様々な課題に引き続き取り組み、厳し

い状況の中ではあるが、本学の改革を一層加速すべく、強いリーダーシップを

発揮していくことが望まれる。 
 
 
【業務執行状況確認資料】 
（１）国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程第１０条の２の規定に基づく、

選考した学長の業務執行状況に関する意見について（平成２８年度） 
（２）国立大学法人東京学芸大学の平成２８年度に係る業務の実績に関する評

価結果（国立大学法人評価委員会の実績に関する評価結果） 
（３）平成２８事業年度に係る業務の実績に関する報告書 
 
 国立大学法人東京学芸大学学長選考等規程第１０条の２の規定に基づき、 
選考した学長の業務執行状況（平成２８年度）について、上記のとおり確認を

した。 
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